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【特定事業主として】 

少子高齢化の進行や社会構造の急速な変化に伴い、家庭や地域社会を取り

巻く環境が大きく様変わりする状況において、現在、阿波市では、第２次阿

波市総合計画におけるまちづくりの基本理念として「協働・創造・自立のま

ちづくり」を、市の将来像として「あすに向かって人の花咲く やすらぎと

感動の郷土（くに）・阿波市」を掲げ、「安全・安心」、「活力あふれる」、「子

育て応援」のまちづくりに取り組んでいるところです。 

こうした中、平成１５年７月に制定され、改正を経て有効期限が令和７年

３月まで延長された「次世代育成支援対策推進法」において、国及び地方公

共団体には、「特定事業主」として、職員が仕事と子育てを両立出来る環境整

備等に取り組むことが求められ、平成２７年に制定された「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律」においては、女性のみならず、誰もが働

きやすい職場づくりに努めることとされています。 

また、平成３１年４月には「働き方改革を推進するための関係法律の整備

に関する法律（働き方改革関連法）」が施行され、女性や若者が働きやすい環

境整備や長時間労働の是正等さらなる労働の環境整備が必要となったところ

です。 

本市においても、「阿波市特定事業主行動計画」を策定し、出産・育児にお

ける仕事と子育ての両立、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

による職場環境の改善を目指してきたところですが、この度、計画をより良

く、社会の実情に即したものとするべく、「次世代育成支援対策推進法に基づ

く行動計画策定指針」による、新たな行動計画を策定いたしました。 

社会の転換期を迎え、全ての職員が安心して働き、自身の能力を最大限発

揮出来る環境をつくることは、基礎自治体としての阿波市を持続可能なもの

とするための原動力を生むとともに、社会全体の安定・発展にも大きく寄与

するものとなります。この阿波市特定事業主行動計画を、職員一人ひとりが

自身に関わることとして捉え、互いに協力しながら、働きやすい職場づくり

に取り組んでいきましょう。 

 

阿波市長 

阿波市議会議長 

阿波市教育委員会 

阿波市農業委員会 

阿波市代表監査委員 
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【計画期間】 

この計画は、次世代育成支援対策推進法で規定する平成２７年度から１０

年間の集中的な取り組みのうち、令和２年度から令和６年度までの後期５年

間を計画期間としています。 

【推進体制】 

特定事業主行動計画に基づく措置の実施について、子育てを行う職員を含

めたすべての職員の理解を得ながら取り組んでいくものとします。 

また、行動計画の推進状況は、年度ごとに、阿波市特定事業主行動計画策

定・実施委員会において状況を把握し、社会経済情勢等の変化があった場合

には、必要に応じて計画の見直し等を図るものとします。 

【第２期前期行動計画の進捗状況（令和元年度進捗状況）】   

 （１）制度の周知状況  

・ 該当職員への休暇制度、育児休業等の啓発。  

諸制度に関するパンフレットを作成し、庁内ＬＡＮ様式集に掲載。 

（２）産前産後育児休業取得時の代替要員の確保  

・ 保育士、調理員など専門職においては確保。  

・ 一般事務職については、異動等により対処。  

（３）育児休業取得率 

男性職員      ０％（設定目標率 １０％）  

              新規取得対象職員数 ２ 名 うち取得者 ０ 名                      

女性職員   １００％ （設定目標率１００％）  

         新規取得対象職員数 ９ 名 うち取得者 ９ 名  

（継続取得者 ７ 名）  

(４) 父親の特別休暇（配偶者の出産）取得率  

５０％（設定目標率１００％） 

取得対象職員数 ２ 名  

  うち ３日取得 １ 名       

（５）職員平均年次休暇取得日数  

         １１．３ 日（設定目標日数１４日） 対象職員 ３７０ 名  

（６）ノー残業デイの推進  

・ 庁内放送等にて呼びかけ、毎週水曜日に実施。  
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【第２期後期行動計画の取り組み概要】 

１ 子育てがしやすい勤務環境の実現に向けて 

仕事と家庭の両立を支援するため、休業･休暇を取得しやすい環境づくり、働

き方の見直しや、多様な働き方の実現に向けて以下の取り組みを進めます。 

 

（１）制度の周知 

育児休業、母性保護、休暇や共済組合等による出産費用の給付等の経済

的な支援措置など、仕事と家庭の両立を支援する制度について取りまとめ

た「仕事と子育て両立の手引き」パンフレットを作成し、職員への周知を

図ります。 

 

（２）妊娠中及び出産後における配慮 

 妊娠中及び出産後を通じて母子の健康を適切に確保するため、次の取り 

組みを行い、職場全体で母性保護及び母性健康管理に配慮します。 

 

  ①業務分担の見直し 

・母親となることがわかった職員は、母性保護のために所属長や周りの職

員に速やかに申し出ることとします。 

・職員が妊娠を申し出た場合、所属長は職場内の仕事の分担等の見直しを

行い、その職員の負担とならないよう母性保護に努めるとともに、特定

の職員に負担がかかることのないよう配慮します。 

・周りの職員は全員で、業務の見直し等を行い、妊娠中や出産後の職員へ

配慮を行います。 

 

②産前産後休暇取得時の代替職員の確保 

職員が産前産後休暇を取得する際には、所属長は職員が安心して休 暇

を取得できるよう、職場内の仕事の分担の見直しを行います。また、必要

に応じて臨時的任用職員等の採用により代替職員の確保に努めます。 

 

（３）育児休業、育児短時間勤務及び部分休業を取得しやすい環境づくり 

育児休業、育児短時間勤務及び部分休業に対する職員一人一人の意識改

革を進めるため、次の取り組みを行い、育児休業等を取得しやすい環境づ

くりに努めます。 
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① 育児休業等の取得の推進 

・育児休業等の取得促進のため、所属長は、母親や父親となる職員の育児

休業等の予定を事前に把握し、育児休業等を予定していない職員につい

ては、取得を促します。 

・周りの職員が全員で育児休業等を取得しやすい雰囲気づくりに努めるも

のとします。 

 

② 育児休業取得時の代替職員の確保 

職員が育児休業に入る際には、所属長は職員が安心して休業に入れるよ

う、職場内の仕事の分担の見直しを行います。また、必要に応じて、後任

配置又は臨時的任用職員等の採用により代替え職員の確保に努めます。 

 

③ 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

育児休業中の職員に対し、職場から担当業務や所属の業務に関連した情

報の提供や職場復帰支援のための各種研修や講座への参加を促すなど、長

期間にわたり職場を離れたとしても、職場環境の変化や自身が担当する業

務に対して不安感を抱くことなく円滑に職場復帰できる環境を整えます。 

 

《 目標 》  育児休業の取得率   

男性職員１０％・女性職員１００％ を目指します。 

 

 

（４）男性職員による積極的な制度の活用 

妻の就労の有無にかかわらず、男性職員の育児参加を促進するため、次 

の取り組みを行い育児休業等の制度の積極的な活用を促します。 

 

① 妻の出産のための休暇を取得しやすい環境づくり 

妻が出産する場合の特別休暇（配偶者の分娩）（３日）の積極的な取得の

推進を図るため、所属長は、父親となる職員に取得を促すとともに、取得

しやすい環境づくりに努めます。 

 

《 目標 》  子供の出生時における父親の特別休暇（３日）  

取得率１００％ を目指します。 
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② 育児休業を取得しやすい環境づくり 

男性職員の育児休業等の取得の促進を図るため、所属長は、男性職員に 

育児休業、部分休業の取得を促します。また、周りの職員全員で、出生時の

連続休暇を取得しやすい雰囲気づくりに努めるものとします。  

 

（５）超過勤務の縮減 

 育児を行う職員の深夜勤務・超過勤務の制限措置を周知し、より一層の超

過勤務の縮減に向け、次の取り組みを進めます。 

 

① 超過勤務縮減のための意識啓発等 

所属長は、職員の超過勤務状況等を的確に把握したう上で、個々の職員に

対して指導するなど、超過勤務の可能な限りの縮減に努めます。 

 

② ノー残業デイの実施等 

ノー残業デイ（水曜日）の周知徹底を行うとともに、定時退庁を促し、水 

曜日は職員の家庭、育児に親しめる日とします。 

 

③ 事務の合理化の推進 

社会経済の変化に対応して業務内容の加重が生じる中で、超過勤務を縮 

減するために、既存業務等について、廃止、合理化等の見直しを行い事務の

合理化を推進します。 

 

（６）休暇取得の推進 

 

休暇の取得推進のため、所属長は、期間を定めた業務計画や休暇取得計画

の策定、業務配分の見直し、職場内における応援体制の確立等、職員が休暇

を取得しやすい環境づくりに努めます。  

 

① 年次休暇の取得の推進 

子どもの学校行事等への参加や家族の記念日等における休暇の取得推

進を図ります。 

 

② 子どもの看護休暇等の取得の促進 

子どもの病気等の際には、特別休暇（中学校就学の始期に達するまでの 

子に対する看護等）（年間５日の範囲内）や年次有給休暇の活用促進を図り

ます。  
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《 目標 》  年間２０日の年次有給休暇のうち、 

取得目標日数１４日（７０％） を目指します。 

 

 

 

（７）職場優先の環境や固定的な性別役割分担意識の是正に向けて 

   職員が家庭における役割を分担しながら、仕事においても能力を十分発

揮できるよう、「家庭よりも仕事を優先する」という働き方や固定的な男女

の役割分担意識を解消するため、意識啓発に努めます。 

 

① 男女共同参画基本計画の推進 

「阿波市男女共同参画基本計画（第３次）」を推進し、職員がバランスよ

く職場と家庭、地域社会に参画できるような環境づくりを進めます。 

 

② ハラスメント防止のための取組み 

全ての職員がお互いの人格を尊重し、職員の心身の健康と快適な職場環 

境を構築することを目指して、「阿波市職員のハラスメントの防止等に関

する要綱」に基づいた取り組みを進めます。 

 

 

２ 非常勤職員の仕事と家庭の両立に向けた取り組みについて 

 多様な働き方の非常勤職員においても、働き方の見直しや休暇の取得推進に

より、仕事だけでなく家庭との両立を支援し、家庭や地域の子育て支援活動に

積極的に参画していけるように以下の取り組みを進めます。 

 

（１） 制度の周知 

新たに任用される非常勤職員を中心に、特別休暇等の制度の周知を図る 

ことにより、より働きやすい環境整備を進め、仕事と家庭の両立支援をしま

す。 

 

（２） 休暇取得の推進 

所属長は正規職員、非常勤職員との業務をバランスよく配分し、また職 

場内でお互いが協力し、支えあえる環境を築くことにより、非常勤職員の子

育て支援活動等に参加するための休暇取得の推進に努めます。 
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（３）妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中及び出産後を通じて母子の健康と安全を確保し、安心して子育てを

していけるよう職員間の業務分担の見直しを行い、職場全体で母性保護及び

母性健康管理に配慮します。 

３ 女性職員の活躍推進に向けた取り組みについて 

本市では、地方公共団体として女性職員の活躍推進を実施していくために、

庁内横断的な推進体制の整備を図ります。  

また、地方創生にあたり女性の活躍を推進し、活力ある阿波市の実現に向け、

地域の実情及び住民ニーズを把握して実効性のある施策の充実に努めるため以

下の取り組みを進めます。  

 

（１） 女性職員の登用及び採用 

 

① 管理職登用率 

女性職員の管理職登用について、積極的に推進し行政施策における女性

の参画の拡大に努めます。 

 

 ○令和元年度任命権者別男女職員数（一般職員数 370 人）                単位：人  

区分  男性職員  女性職員  

部署  
職員数 

計  

内、 

管理職 

計  

職員数計 

（専門・現

業職員数）  

内、 

管理職計 

職員数計 

（専門・現

業職員数）  

内、 

管理職計  

（専門・現

業職員数）  

市長部局 315 66 157（8） 46 158（75）  20（9） 

教育委員会 44 9  20（4） 6 24（17）  3（3） 

議会事務局 4 3 2 1 2 2 

農業委員会 5 1 4 1 1 0 

監査事務局  2 1 0 0 2 1 

合  計  370 80 183（12） 54   187（92） 26（12） 

※ 上表中、（ ）内専門職員とは、保育士・幼稚園教諭・保育教諭・保健師・看護師・栄養士を、
現業職とは、技手・学校用務員を指します。 
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○令和元年度管理職登用率  

管理職数  男性管理職数  登用率（％）  女性管理職数  登用率（％）  

80 54 67.5 
26 

（14） 

32.5 

（17.5） 

※ 上表中、女性管理職数（ ）内は、専門職員の管理職を除く数値です。  

 

《 目標 》  女性職員の管理職登用率は、３３％  

（専門職員の管理職を除く登用率は、２０％ ）を目指します。 

 

 

② 女性職員採用の割合 

職員の採用については、阿波市職員採用条例等に基づき公正平等な職員

の採用を実施しています。  

 

 ○女性職員採用の占める割合                           

年度  Ｈ28.4.1  H29.4.1  Ｈ30.4.1  Ｈ31.4.1  

採用職員数（人）  15 15 15 11 

女性職員数（人）  8 9 11 5 

採用率   （％）  53.3 60.0 73.3 45.5 

 

 

（２） 柔軟な人事管理 

女性職員の活躍推進に向け、自治研修関係機関等と連携し、女性職員の 

多様な働き方に関するセミナーや女性職員向けのキャリアデザイン研修な

どの参加を呼びかけます。  

女性が能力を十分発揮し活躍するためには、充実した仕事やチャレンジ 

した経験を積み重ねることが非常に重要であるため、子育て中の職員であっ

ても、自己申告書や職員とのヒアリングなどをもとに、可能な範囲でそのよ

うな経験を積み重ねることができるような人事異動、人事配置に配慮します。  

 

（３）男女を通じた働き方改革への取り組み 

育児や介護等の事情のため、すべての労働者等が十分な能力を発揮でき

るようにするためには、長時間労働を前提としない働き方の構築、人事評

価への反映等これまでの働き方に関する意識改革を進めます。  
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【おわりに】  

仕事と子育ての両立を実現するためには、子育てする職員だけでなく、そ

れぞれの職場の職員の理解と協力が必要不可欠です。 

誰もが人として、心豊かに安心して暮らすことができる社会実現のため、

仕事と子育ての両立だけでなく、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

ンス）の実現に向けて、お互いに助け合い支えあって計画の達成に取り組ん

でいきましょう。 


